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Ⅴ行政経営分野
政策と経営の市役所をつくる

１　国東市の広報の魅力化を推進し、地域ブランド力を高めます。

２　市民に寄り添い、市民とともに挑戦する自治体を目指します。

３　将来を展望して、利便性・効率性の高い行政体制を構築します。　

４　公平な課税・債権政策を推進し、行政経営の効率化に寄与します。
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国東市新庁舎完成予想図（新庁舎建設基本設計より）
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第Ⅲ部
基本計画 第 2 章　 分野別計画と市民満足度

Ⅴ－１

　民間企業のみならず、政府や、地方自治体にとっ
ても、広報・広聴分野の重要性は、益々増大して
います。地方分権の時代を迎え、地方自治体の自
立が求められ、自治体間競争は激化し、国民が自
治体を選ぶ時代が到来しています。広報する内容
を増やし、時代やニーズに即応した政策を企画立
案することも必要ですが、それにも増して広報・
広聴戦略が、移住・定住や住民の満足度向上にとっ
て重要となっています。
　本市は、平成１８年の合併以来、毎月の広報誌
や日々更新されるホームページで市内外の住民へ
情報提供を行っています。新たな情報化時代に対
応するため、ホームページについては、平成２５

年度に抜本的にシステムを更新することとしてい
ます。また、広聴活動としては、市内１６か所の
地区公民館単位で「市政懇談会」や希望団体に市
長が直接出向く「ふれあい市長室」、市外の有識
者から意見を聴く「市政懇話会」を実施しています。
　今後は、従来の広報・広聴活動を効果的に実施
するとともに、重点プロジェクトで述べたように
市役所や市内の情報を一元的に管理する部署等を
検討して「国東のファン」を増やす試みを開始す
る必要があります。また、一元化された情報を適
正に管理し、個人情報の保護に配慮した、情報の
提供の在り方を検討する必要があります。

■現状分析と施策の目的

国東市の広報の魅力化を推進し、地域ブランド力を高めます。
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資料：広報室調べホームページアクセス数の推移　
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■施策別の分類と主要な事業

指標名 単位 基準値 目標値 説明H26 H29 H33

ＨＰアクセス数 件 17,416(H24) 20,000 23,000 27,000 一カ月当たりのアクセス数

広聴活動回数 回 30(H24) 30 30 30
市政懇談会

ふれあい市長室
市政懇話会

■成果指標

（１）地域ブランド力向上を目指した広報活動の効果的な推進
○国東市の情報を一元化するため、情報収集能力の向上を図ります。
　・地域や各課の情報を収集するための体制強化
　・収集した情報の効果的な活用方法の検討
○広報ツール（道具）の魅力化、効率化を図ります。
　・市報「くにさき」のさらなる充実と実践
　・ホームページのさらなる充実と設備の更新
　・市勢要覧の効果的な活用と英語版の製作
　・広報アドバイザーを設置して広報力の向上
○マスコミ・報道機関への発信力を向上させ、地域のＰＲを推進する。
　・各課の施策や観光イベント等の情報をマスコミに随時発信
　・県内テレビ・ラジオの委託事業により広報活動の効果的な推進
　・定例・臨時記者会見により情報発信力の強化

（２）行政と住民の対話を促す広聴活動や、
　　  市民を顕彰する表彰事業の推進
○広聴活動を通じて、行政に住民の意見を反映します。
　・市民と直接意見交換をする市政懇談会のさらなる充実
　・市内で活動するグループや団体等の希望による訪問広聴活動の推進
　・有識者で構成する市政懇話会の充実
○国東市民の表彰事業を推進します。
　・明るい市政を目指し、衆人の模範となる市民顕彰活動の推進
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Ⅴ－２

　政府は、平成５年「地方分権の推進に関する決
議」から７年後、平成１２年に「地方分権一括法」
を施行、国の機関委任事務（国が市町村等に委任
する独立した事務）が廃止され、地方分権の時代
の到来となりました。その後は、「三位一体改革」
などにより、地方公共団体を取り巻く環境が大き
く変化しており、これまでの横並びの自治体では
なく、健全で持続可能な財政基盤と政策実務能力
を確保し、国や県に頼らず自らの判断と責任で、
地域の実情にあった政策を実行する自治体が求め
られるようになりました。「地方分権」と併せて「平
成の市町村合併」が実施され、大分県に５８市町
村あった自治体は平成１８年度には１８市町村と
なりました。
　本市は、平成１８年３月に、平成の大合併とし
ては大分県内最後の合併自治体として誕生し、厳

しい財政運営の中、地方分権に伴う事業の増加や
市民ニーズの多様化に対応してきたと同時に、財
政改革にも取り組んで来ました。自治体の収入に
対する負債返済の割合である実質公債費比率は合
併時より３．５％減少しています。市役所は、各
組織が目指すべき展望を明確にして効率的で効果
的な業務執行を図るとともに、この人口減少社会
を抑制するために新たな政策を自らの責任で実行
しなくてはなりません。
　そのためにも、新しい行政の仕組みを大胆に検
討して、自己決定と自己責任による政策展開、持
続可能な財政基盤を確保することが求められてい
ます。また、同時に能力とリーダーシップを兼ね
備えた人材を育成するとともに、あらゆる視点か
ら改革に挑戦する職員の意識づくりが求められて
います。

■現状分析と施策の目的

市民に寄り添い、市民とともに挑戦する自治体を目指します。
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資料：財政課調べ実質公債費比率の推移
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■施策別の分類と主要な事業

指標名 単位 基準値 目標値 説明H26 H29 H33
実質公債費比率 ％ 12.5 18.0 18.0 18.0 ３ケ年平均

歳計現金収益率 ％ ― 0.3 0.4 0.4 平均月末残高× 10 年国債
平均利回り× 0.3 ～ 0.4 を確保

基金収益率 ％ ― 0.8 0.8 0.8 平均月末残高× 10 年国債
平均利回り× 0.8 を確保

ファシリティマネージ
メントシステムの導入 平成２７年度導入

コンビニ収納の導入 平成２７年度導入 コンビニ収納の開始年度

■成果指標

（１）持続可能な財政基盤を確保し、各種計画に基づく財政運営の推進
○持続可能な財政のために、効果的、効率的な財政運営を推進します。
　・総合計画や中期財政計画など各種計画に基づいた財政の推進
　・交付税制度の長期的視点に立った施策の検討・実践
　・地方債制度の長期的視点に立った施策の検討・実践
　・過疎・合併特例債の有効活用のための事業精査の推進
　・庁舎建設、広域ごみ処理等大型事業の効率的、効果的な推進
　・財政部局と企画部局の連携による予算管理の推進
○公金の安全性・流動性リスクを適切に管理し、効率性を向上します。
　・国東市財務活動管理方針による業務標準化
　・資金の効率性向上による、運用収入増額と公債費減額
　・金融研修受講による、財務・会計部門の専門性向上
○ファシリティマネージメント（財産等の経営的管理）を推進します。
　・新庁舎建設と連携した財産等の経営的管理の推進
　・設備の台帳化による機械設備導入方針の作成
　・備品管理システムを導入して一元的な備品管理を推進
　・ファシリティマネージメント推進体制の検討・整備
　・適正な財産管理貸付料の設定と歳入の確保

（２）研修による人材育成と
　　  行政改革の実行による「しなやかな行政」の推進
○職員の研修制度等通じて人材育成の充実を図ります。
　・国東市人材育成基本方針に基づく人材育成の推進
　・各種研修会の開催と研修機関に対する職員の派遣研修の実施
○行政・意識改革を推進し、しなやかな行政機構を目指します。
　・総合計画と連携した新しい行財政改革プランの策定
　・定員適正化計画による人員管理と理念的な市役所の部署の配置
　・業務改善運動に取り組み、職員の意識改革や業務の効率化を推進
　・国東市意識改革検討委員会等のプロジェクトチーム等の活用
　・政府のマイナンバー制度への情報収集と迅速な取組みの推進
　・市民の利便性向上のためコンビニ収納等の検討・導入
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Ⅴ－３

　平成２４年度末、合併当初から懸案事項であっ
た 新 庁 舎 の 位 置 が「 ア ス ト 現 地（ 国 東 町 鶴 川
１４９番地）」に決定し、平成２７年度内での新
庁舎建設完成を予定しています。
　本市としては、本庁・総合支所方式を効率的に
堅持し、まちづくりへの参加意識の低下を改善す
るためにも、地域計画の策定等を検討、地域コミュ
ニティ行政会議（仮称）を活用した本庁各部局と
総合支所一体となった地域コミュニティ経営を実
施して行きます。そのためにも、耐震性に問題の
ある国見・武蔵総合支所及び国見図書館について
は、建て替えや既存の公共施設の利活用を含め整
備を検討することとし、耐震性に問題のない安岐
総合支所についても、議会機能の本庁移転を見据
え、新たな利活用策について検討することとしま
す。

　一方、複雑化する法務事務、文書事務への対応
や情報公開に対する対策や情報化の推進による個
人情報保護や情報セキュリティ対策が課題となっ
ています。現在、市民の利便性向上のために、コ
ンビニ収納等が予定されていますが、平成２８年
１月には社会保障・税番号制度（マイナンバー制
度）が導入され、地方自治体の窓口や電算・収納
体制が大きく変化することが予想されています。
　今後は、新庁舎建設を推進するなかで窓口体制
や行政情報化、総合的な事務管理について検討し、
実践する必要があります。さらには、新しい行政
体制を効率よく構築し、市民や移住者、観光客に
寄り添った市役所となることが求められています。

■現状分析と施策の目的

将来を展望して、利便性・効率性の高い行政体制を構築します。
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■施策別の分類と主要な事業

指標名 単位 基準値 目標値 説明H26 H29 H33
新庁舎建設（本体） 平成２７年度内完成

電子申請 件 452(H24) 1,000 1,000 — 電子申請率へ変更予定

■成果指標

（１）本庁・総合支所体制の堅持と計画的な施設整備の推進
○本庁・総合支所体制を推進します。
　・国見・武蔵総合支所、国見図書館の建て替えや施設の利活用を含めた整備策の検討
　・議会機能が移転する安岐総合支所の利活用策の検討
○本庁・総合支所方式を活用して新たな組織を検討します。
　・地域コミュニティ行政会議（行政）を活用、本庁・支所の施策連携を検討

　（２）基本構想に沿った新庁舎建設の効果的な推進
○新庁舎建設を総合的な方針により推進します。
　・新庁舎基本構想・基本計画に沿った建設の推進
　・新庁舎建設検討専門家委員による基本・実施設計の検証
　・基本・実施設計を公開し、市民、議会、職員の意見の反映
　・財政的な視点に立った建築費抑制策の検討・実践
　・建設後の維持管理コストの縮減に向けた取り組みの推進
○新庁舎建設による市民サービス等への対策を強化します。
　・新庁舎の総合窓口化やワンストップサービス等を検討・実践
　・アストくにさきや中央公民館との相互補完による施設魅力化の推進
　・市民サービスに影響を及ぼさない新庁舎オープン環境の整備

（３）高度化する政策法務業務や情報公開制度の適切な運用と
　　  効果的な行政情報管理の推進
○政策法務や情報公開等について研修し、制度を適切に運用します。
　・政策法務や個人情報保護に関する研修の実施
○情報セキュリティ対策を徹底し、行政情報を適切に管理します。
　・国東市情報セキュリティポリシーのさらなる充実・実践
　・情報セキュリティに関する職員の研修や内部監査の実施
○情報システムの整備により、利便性の高いシステムを構築します。
　・冗長化※による災害に強い行政情報システムを検討・構築
　・窓口のワンストップ行政サービスに資する情報システムの構築
　・申請手続きのオンライン化推進のため電子申請手続きを推進
　・行政内部手続きの電子化により、行政の簡素化・効率化を推進
　・マイナンバーを利用した業務効率化の推進
　・国東市ファシリテーション計画との連携による未接続施設の解消

※冗長化……システムの一部に何らかの障害が発生した場合に備えて、 障害発生後でもシステ
ム全体の機能を維持し続けられるように予備装置を平常時からバックアップとして配置し運
用しておくこと。
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Ⅴ－４

　平成５年から始まった地方分権改革により、三
位一体の改革が推進され、地方への税源移譲が行
われました。税源移譲により、地方自治体の自主
財源が増えたものの、景気の動向や人口動態が市
の歳入に直接影響を及ぼすようになりました。
　最近は景気が回復基調にあると言え、円安によ
る燃料代の高騰や地方への波及効果の遅れから地
域経済は、依然として明るい兆しが見えていない
のが現状です。一方で、一定の個人消費は、上向
きとの報告もなされていますが、景気回復による
賃金の上昇が企業や地域により不透明な部分を抱
えており、個人消費の今後の同行が課題となって
います。また、医療や年金などの社会保障費の増
大により、さらなる消費税の増税が予定されてい
ますが、景気の腰折れへの警戒からその時期は、
不透明な状況にあります。
　本市においては、平成１９年の税源移譲で税収
が増えたものの、就業人口の減少や景気低迷によ
る影響から、税収が下落傾向にあり、平成２３

年度は平成１８年度の税源移譲前の水準にまで下
がって来ています。
　そのため自主財源の確保と納税・納付の公平性
の観点から市税及び保険料（介護・後期高齢者）
の滞納者に対して差し押さえなどの滞納整理を推
進しています。平成２５年度には債権管理条例を
制定し、住宅や水道料などの私債権についても、
適正な管理と回収を行い、悪質な滞納者について
は法的措置を視野に徴収の強化を図っています。
　今後は、公平かつ適正な課税と確実な徴収を行
うため、市税や保険料の目的や仕組みを市民にわ
かりやすく説明するとともに、その他の使用料等
については、受益者負担の原則を明確にし、市民
が納得して納付できるようにすることが求められ
ています。
　また、同時にライフスタイルや勤務形態の多様
化に対応して納付機会を拡充（コンビニ収納等）
し、市民にとって納付しやすい環境を整備するこ
とも求められています。

■現状分析と施策の目的

公平な課税・債権政策を推進し、行政経営の効率化に寄与します。

国東市新庁舎完成予想図（新庁舎建設基本設計より）
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0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

701,941

432,987

1,752,386

74,032

181,531

782,997

393,190

1,640,937

77,115

182,252

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

1,010,504

351,144

1,642,002

79,076

182,497

1,041,129

286,593

1,704,388

79,666

177,277

987,571

227,862

1,820,662

82,017

164,371

885,523

362,401

1,741,835

83,693

165,163

899,760

218,623

1,702,113

84,963

188,184

3,142,877
3,076,491

3,265,223 3,289,053 3,282,483 3,238,615

3,093,643

千円

個人住民税 法人住民税 固定資産税 軽自動車税 たばこ税

出典：財政課決算カード

市税の決算収入済額の推移
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第Ⅲ部
基本計画 第 2 章　 分野別計画と市民満足度

■施策別の分類と主要な事業

（１）市税及び使用料の公平で適切な賦課の推進
○市税や保険料等の適切な賦課を推進するための体制を整備します。
　・市税等に関する職員のスキル向上と、公平で適切な賦課の実現
　・公平で適切な賦課を実現するため電算システムのさらなる充実
　・平成２８年１月導入の社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）への対応
　・市税等の理念及び減免制度等の広報・周知活動の促進
○使用料等の納付を促す施策を推進します。
　・使用料の受益者負担原則の広報・周知活動の促進

（２）納税・納付の公平性を期し、
　　  納付方法や滞納整理に関する対策の強化
○納付方法の利便性を高め、市民の納付環境を整備します。
　・県と協力して住民税の特別徴収（給与天引）を推進
　・ライフスタイルや勤務形態に対応した納付方法 ( コンビニ収納等 ) の導入
　・口座振替制度の積極的な活用
○市税等の滞納整理体制を強化して未収金を減少させます。
　・市税や保険料、使用料の徴収に関する体制を整備
　・債権管理条例等により市債権の適正な管理の推進
　・債権管理に関する職員のスキル向上とコンプライアンスの徹底
　・日常の債権管理を年間予定で検討・実践
　・適正な債権管理を行うための電算システムのさらなる充実

指標名 単位 基準値 目標値 説明H26 H29 H33

固定資産税現年徴収率 ％ 97.7(H24) 98.0 98.0 98.0 現年分のみ

住民税現年徴収率 ％ 98.2(H24) 98.5 98.5 98.5 現年分のみ

軽自動車税現年徴収率 ％ 97.7(H24) 98.0 98.0 98.0 現年分のみ

■成果指標


